
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
指針式時刻表示装置と、

受信装置と、
該標準電波に含まれる時刻信号を抽出する時刻信号作成回路と、
前記時刻信号に対して前記指針式時刻表示装置の表示内容を追従せしめる指針位置制御手
段とを備えた 時計において、
当該電波時計は更に前記 標準電波の 受信レベル判定
回路

ことを特徴とする電波時計。
【請求項２】

ことを特徴とする請求項１に記載の電波時計。
【請求項３】
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複数発信局の発信する標準電波が受信可能な

電波
複数発信局の 受信レベルが判定可能な

と、
前記受信レベル判定回路が判定した複数の受信レベルを示す複数のマーク群とを
前記複数発信局の標準電波各々に対応させて設けており、
前記指針位置制御手段は前記指針式時刻表示装置の単一の指針により、
受信している発信局の標準電波に対応する前記マーク群を指示するように制御する

前記複数のマーク群は、受信している標準電波の発信局を示すマークをさらに有する

前記複数のマーク群のうちの少なくとも２つは、
前記指針式時刻表示装置の表示面において略左右対称に配置されている



ことを特徴とする請求項 に記載の電波時計。
【請求項４】

ことを特徴とする請求項 に記載の電波時計。
【請求項５】

ことを特徴とする請求項 に記載の電波時計。
【請求項６】

ことを特徴とする請求項 に記載の電波時計。
【請求項７】

ことを特徴とする請求項 に記載の電波時計。
【請求項８】

ことを特徴とする請求項 に記載の電波時計。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明はいわゆる電波時計に関する。更に詳しくは、複数の標準電波を受信することがで
きる電波時計における、標準電波の受信状態を表示する表示の態様に関する。
【０００２】
【従来の技術】
高精度の時計に対する一般の使用者の要求は根強いものがあり、その需要を満たす究極的
な一形態として、国際標準時刻電波（日本では通信総合研究所が常時発信している）を随
時あるいは定期的に受信して、時計が表示している時刻を標準電波に含まれる時刻情報（
１分間の信号の中に、時・分・正分のみならず月・日・更に実施していればサマータイム
情報を含む）に合わせて自動修正することにより、使用者が時刻合わせを通常行わなくて
も常に高精度の時刻を表示させることができる、いわゆる電波時計が普及してきた。しか
も受信手段の小型化・低電力化に伴い、腕時計も既に実現された。
【０００３】
図１１は従来の電波腕時計の一例の正面図である。なお表示面および全体の形状を重視し
、バンドや細部は図示を省略してある。この電波腕時計１は時針・分針・秒針および日板
より成る指針式の時刻表示を行う時刻表示面２を有する。複数の標準電波が受信可能であ
り、どの電波（発信局）を受信しているかを、表示面の下部に設けた小型の文字ダイヤル
であるモード表示面３を用い、モード針４に文字やマークを指させて表示する。受信状態
表示領域５は時刻表示面２の１２時付近に３個の文字を印刷して配置した領域であり、破
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１ないし２のいずれか１つ

前記複数のマーク群のうちの少なくとも１つは、
前記指針式時刻表示装置の表示面における略１２時位置か略６時位置に配置されている

１ないし３のいずれか１つ

前記複数の標準電波は、少なくとも、福島県にある発信局（以降東局）から発せられた標
準電波と、佐賀県にある発信局（以降西局）から発せられた標準電波を含み、
前記東局から発せられた標準電波の受信レベルを前記右側に配置された前記マーク群にて
表示し、
前記西局から発せられた標準電波の受信レベルを前記左側に配置された前記マーク群にて
表示する

３ないし４のいずれか１つ

前記複数の標準電波は、少なくとも、ドイツにある発信局（以降ドイツ局）から発せられ
た標準電波と、英国にある発信局（以降英国局）から発せられた標準電波を含み、
前記ドイツ局から発せられた標準電波の受信レベルを前記右側に配置された前記マーク群
にて表示し、
前記英国局から発せられた標準電波の受信レベルを前記左側に配置された前記マーク群に
て表示する

３ないし４のいずれか１つ

さらに、前記複数の標準電波は、日本にある発信局から発せられた標準電波を含み、
該日本にある発信局から発せられた標準電波の受信レベルを、略１２時位置か略６時位置
に配置された前記マーク群にて表示する

６

前記単一の指針は秒針である
１ないし７のいずれか１つ



線で囲んで示した。また電波時計１の左側の膨大部は標準電波受信用のアンテナを内蔵す
るアンテナ収容部７であり、８はリング状の日板で文字板の窓から当日の日付を覗かせる
。
【０００４】
受信状態表示領域５にある文字は標準電波の受信状態を使用者に知らせるため、秒針を用
いて（時刻表示状態から切り換えて）指示するマークである。使用者がモード表示面３が
表示している電波を強制受信する操作をしたとき秒針が文字ＲＸを指す。受信が終了する
と秒針は一旦通常時刻表示モードに戻り、時計が受信の成功または不成功を確認すると秒
針はその結果を指し示す。秒針が文字ＯＫを指した場合は受信レベルが良好であったこと
を示し、文字ＮＯを指したときは受信レベルが不良であったことを示す。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題】
従来、日本国標準時刻電波は、周波数４０ｋＨｚで発信局は福島県にあった。長波である
から受信可能な距離は約１０００ｋｍ程度で日本の西方では受信が不可能であり、商品と
しての電波時計は国内市場において偏在せざるを得ないものであった。しかし現在、日本
で２局目が佐賀県において開局準備中で、周波数は６０ｋＨｚである。これによって日本
全国でいずれかの標準電波の受信が可能となる。そうなれば電波時計はすべての国内市場
において商品として成立することになり、２つの発信局に対応できて有利（高感度）な方
の標準電波を利用できるような電波時計が求められてくる。本明細書では以下、福島県に
ある発信局を仮に東局、佐賀県にできる２番目の発信局を西局と呼ぶことにする。
【０００６】
また海外でもドイツ、英国、アメリカで標準電波が発信されているが、各国で異なる周波
数やデータ形式が採用されている。故に電波時計をグローバルな商品として提供する場合
、複数局の受信が可能であることが有利である。しかし専用のモード表示面を設けること
は、時計ムーブメントの構造を複雑にし、モータと輪列等作動機構を要するのでコストア
ップ要因になるし、時刻表示面のデザイン上の大きな制約となっている。
【０００７】
また受信装置の小型化・低電力化技術が一層進んでおり、受信アンテナも通常の紳士用腕
時計の正面の輪郭内に十分納まるようになった。このため、従来のようにあえて電波時計
の機能を誇示したデザインや、あるいは錯視的に小型に見せるデザインを採用しなくても
、全く普通の形状の腕時計の中にさりげなく電波利用修正の機能を持たせることが技術的
に可能となってきた。
【０００８】
もちろんこれは好ましいことであり、更にその方向に時計、特に指針式電波時計のデザイ
ンを進展させることが望まれる。しかし電波時計としての最少限の機能表示（例えばどの
電波を受信しており、その感度レベルはどうか等の表示）は必要である。特に指針式時刻
表示の時計においては、デジタル式のように表示文字を切り替えることができず表示形式
が限定されているために機能表示が難しい。表示面の優美さや簡潔性を追求すればするほ
どその困難性が増す。なおこれは腕時計のみならず、指針式の置時計や掛時計についても
言えることである。
【０００９】
本発明の目的は、指針式時刻表示を行い複数の標準電波を受信できる電波時計において、
受信している電波の種類や受信レベル等の受信状態表示の簡潔で好ましい態様および機械
的に簡素な構造を提供することである。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
　上記目的を達成するため本発明の電波時計は次の特徴を備える。
（１）指針式時刻表示装置と、

受信装置と、
該標準電波に含まれる時刻信号を抽出する時刻信号作成回路と、
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前記時刻信号に対して前記指針式時刻表示装置の表示内容を追従せしめる指針位置制御手
段とを備えた 時計において、
当該電波時計は更に前記 標準電波の 受信レベル判定
回路

こと。
【００１１】
　本発明の電波時計は更に以下の特徴の少なくとも一つを備えることがある。
（２）

こと。
【００１２】
（３）

こと。
【００１３】
（４） こと。
【００１４】
【発明の実施の形態】
図１は本発明の第１の実施の形態の電波腕時計の正面図で、通常時刻表示をしている状態
を示している。まず電波腕時計１は、通常の指針式時刻表示の腕時計と実質的に全く変わ
らない外観を有する。（特に側面や内部を図示しないが、時計の厚みも通常の時計と同等
である。）なおアンテナは時計ムーブメント内に埋め込まれている。
【００１５】
時刻表示面２の外縁に沿った３時側（通常の時計では右側にある）と９時側（通常左側）
の２つの受信状態表示領域５をそれぞれ東局と西局に対応した領域としている。これは上
が北である通常の地図では右が東、左が西であるから、その連想を利用して誤読を防止し
たものである。それら受信状態表示領域５の内部にはそれぞれ４つの文字マーク、ＮＯ／
ＥまたはＮＯ／Ｗ、ＲＸ、Ｈ、Ｍ、Ｌが左右対称に配置されている。これらの領域の一方
の内部の文字マークのいずれかを秒針６が通常時刻表示状態を一時中断して指示すること
により、選択された発信局とその標準電波の受信状態を表示する。この表示モードの変換
は時計の４時位置にある押ボタン９を押してスイッチ操作することにより行われる。
【００１６】
時刻表示状態において最初に押ボタン９を押すと受信状態表示モードに移る。モード信号
作成回路１１４はその操作を感知して秒分位置制御回路に指令し、まず前回の受信が成功
したかどうかが表示される。秒針６が指した文字ＮＯは前回受信が不成功であったことを
、文字Ｈは受信感度のレベルが十分良好であったことを、Ｍはまずまずであったことを、
Ｌは受信には成功したが感度が良好ではなかったことを示す。以下この第１の実施の形態
における各種の受信状態の表示例を示す。
図２は本実施の形態において、東局の前回の受信状態がＭレベルであったことを示してい
る。（破線は秒針の直前の位置を示す。他の図も同様である。）
【００１７】
この状態で押ボタン９を押し続けると、モード信号作成回路１１４はその操作を感知して
受信回路１０７に指令し、新規に受信が開始される。秒針６はまず強制受信操作がなされ
たことを示すＲＸを指す（図３）。受信動作中１分毎に受信の感度レベルの判定が行われ
、その感度は文字Ｈ、Ｍ、Ｌ、ＮＯで表示される。図４では感度がＨ（良好）であったこ
とを示している。
【００１８】
東西局の選択は隠しスイッチ１０を用いて行い、押す度に受信局が切替わる。このスイッ
チは誤動作を防ぐために時計外装の８時位置に殆ど埋没させてあり、ペン先などで押して
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電波
複数発信局の 受信レベルが判定可能な

と、
前記受信レベル判定回路が判定した複数の受信レベルを示す複数のマーク群とを
前記複数発信局の標準電波各々に対応させて設けており、
前記指針位置制御手段は前記指針式時刻表示装置の単一の指針により、
受信している発信局の標準電波に対応する前記マーク群を指示するように制御する

前記複数のマーク群は、受信している標準電波の発信局を示すマークをさらに有す
る

前記複数のマーク群のうちの少なくとも２つは、
前記指針式時刻表示装置の表示面において略左右対称に配置されている

前記単一の指針は秒針である



操作する。なお受信動作中に隠しスイッチ１０を押すと受信は中止（受信したデータはキ
ャンセル）され、時刻表示モードに戻る。
図５は西局を選択した場合に、押ボタン９の操作による前回の受信状態がＨであったこと
を表示している。
図６は押ボタン９の操作により、西局の標準電波を強制受信させる操作を行った直後の状
態を示している。
図７は西局の強制受信の結果がＭであったことを示している。
以上で本発明の電波腕時計の第１の実施の形態の動作の説明を終わる。
【００１９】
図８は本発明の第２の実施の形態の電波腕時計の正面図で、通常時刻表示をしている状態
を示している。本例は外国（ヨーロッパ）でも使用できることを想定して、受信可能な発
信局を３局（日本＝ＪＰＮ、ドイツ＝ＧＥＲ、英国＝ＵＴＣ）とした例である。本例にお
いても英国とドイツについてはその地理上の東西関係と関連づけて、それらに対応する受
信状態表示領域５の位置を時刻表示面の左右に配置している。変形例として、更に日本が
低緯度であることを考慮に入れ、ＪＰＮ領域を６時付近、ＵＴＣを１０時付近、ＧＥＲを
２時付近に配するのもよいであろう。第２の実施の形態の動作の説明は省略する。
【００２０】
次に本発明の電波時計に使用される回路の実施の形態について説明する。
図９は本発明の電波腕時計の回路の第１の実施の形態のブロック図であり、本発明の電波
腕時計の第１の実施の形態に使用されるものである。なお本発明との関連が薄い、例えば
手動による時刻修正回路等は図示を省略した。
図において、細線で囲んだ回路群は計時回路１００で、時計が維持する時刻情報を作成す
る。その内容は水晶発振器である発振回路１０１、その出力信号を１秒周期の秒信号まで
低減する分周回路１０２、その秒信号を数えて分信号を出力する秒カウンタ１０３、分信
号から時信号を作成する分カウンタ１０４、時信号から日信号を作成する時カウンタ１０
５、日信号を１ケ月分計数する日カウンタ１０６より成る。
【００２１】
計時回路１００が保持する時刻情報は正確な時刻ではない可能性もあるが、受信回路１０
７によって受信した標準電波に含まれた正しい時刻情報が時刻信号作成回路１０８内に再
現されると、その秒、分、時、日情報は計時回路１００内の各カウンタ（１０３～１０６
）に送られ、各カウンタの計数内容は正しい時刻に一致するよう強制的に変更修正される
。定期的に（図では時カウンタ１０５が所定の計数値となるときすなわち毎日の定時に）
あるいは随時にこの動作を行わせることにより、計時回路１００は正しい時刻と殆ど差が
ない時刻情報を維持することになる。
【００２２】
秒分輪列１１３は秒針および分針が歯車列によって連結された機構であり、ステップ動作
をするモータＡ１１２の出力軸はこれに直結している。秒分位置制御回路１１０は内部に
指針の位置に対応した計数値を持つ指針カウンタを内蔵している。（両者の初期状態は別
途合わせておく。）そしてモータＡが正逆いずれかの方向に駆動されると指針カウンタの
計数値も同じステップ数だけ増減する。従って指針の指示と指針カウンタの計数値は常に
平行して変化する。他から与えられた計数値と指針カウンタの計数値とに差があると、秒
分位置制御回路１１０は直ちにその差が解消し両者が一致するまで正転または逆転用の駆
動パルスを送るように駆動パルス作成回路１１１に指令し、秒針および分針の位置を与え
られた計数値に追従させる。
【００２３】
時日輪列１１８も時針及び日板８が輪列で結合された機構であり、それにモータＢ１１７
が直結している。時針および日板の位置（角度）は日時位置制御回路１１５が内蔵する指
針カウンタの計数値と対応しており、日時位置制御回路１１５はこの計数値が他から与え
られた計数値に一致するまで駆動パルス作成回路Ｂ１１６に指令して駆動パルスを作成さ
せ、時針および日板の位置を即座に与えられた計数値に追従させる。

10

20

30

40

50

(5) JP 3831223 B2 2006.10.11



【００２４】
通常時刻表示状態においては、秒分位置制御回路１１０に対して秒カウンタ１０３と分カ
ウンタ１０４の計数内容が常に与えられているので、上記の作用により時刻の進行と共に
指針カウンタの計数値がこれに倣って進行し、従って秒分針が追従して時刻が表示され続
ける。日時位置制御回路１１５には時カウンタ１０５と日カウンタ１０６から供給される
それらの計数内容が与えられているので、同様に時針および日板は正しい日時を追って進
行する。
【００２５】
受信レベル判定回路１０９は受信回路１０７が動作したときの受信感度レベルがＨ、Ｍ、
Ｌ、ＮＯのいずれであったかを判定し、その結果を所定の信号として秒分位置制御回路１
１０に対して出力する。使用者はその結果を見て、もしＮＯが表示されれば、強制受信操
作により再度受信をさせたり、他局の受信に切り替えたりすることができる。
【００２６】
スイッチＡ１１９は図１の押ボタン９に対応しており、表示モード変換（時刻表示と受信
状態表示の切替）を行う。スイッチＢ１２０は図１の隠しスイッチ１０であり、受信局の
切替を行う。モード信号作成回路１１４は各スイッチの操作に応じて受信回路１０７を動
作させる信号（強制受信または受信局の切替）、あるいは秒分位置制御回路１１０に対し
て表示モードの切替えを指令しかつ受信局がいずれであるかを指示する信号を与える。受
信状態表示モードが指令された場合、秒分位置制御回路１１０は内部の指針カウンタに対
する比較用の外部計数値として、受信局の別に応じた受信状態表示領域５上の受信レベル
マーク（受信レベル判定回路１０９から与えられた）の位置に相当する秒針（および分針
）位置の計数値を自身で作成して与える。
【００２７】
図１０は本発明の電波腕時計の回路の第２の実施の形態のブロック図であり、本発明の電
波腕時計の他の実施の形態に使用される。回路の第１の実施の形態と本例との差は、各局
を交互に受信して感度レベルを比較し、良い方を選択する自動選局回路１２１を追加し、
手動選局を行うスイッチＢ１２０を廃止したことである。
【００２８】
自動選局回路１２１は、時カウンタ１０５からの定時信号あるいはスイッチＡ１１９の操
作によるモード信号作成回路１１４からの強制受信指令信号を受けると、受信回路１０７
にいずれかの局（まずは前回と同じでもよい）の受信を指令する。受信レベル判定回路１
０９はその感度レベルを判定する。次いで自動選曲回路１２１は受信局を切り換え、受信
レベル判定回路１０９は同様にその感度レベルを判定する。受信レベル判定回路１０９は
両結果を比較して感度の良い方の局を選択し、その信号を自動選局回路１２１に送る。自
動選局回路１２１は受信回路１０７が受信すべき局を確定する。その他の構成・動作は回
路の第１の実施の形態と等しいので説明を省く。
【００２９】
以上本発明の電波腕時計の実施の形態２例について述べたが、本発明は腕時計のみならず
指針式の置時計や掛時計にも適用可能であり同様の効果が得られる。また東西局に対して
左右に対称的に領域（およびマーク）を設けることは、日本国内に止まらず海外において
も利用され得る。
受信状態を指示する指針は秒針に限らない。例えば時分針のみの２針時計においては、分
針を用いることができる。
また隠しスイッチ１０の操作で受信局を切り替えると即、強制受信を行うようにしてもよ
い。
また回路図においては各種の機能を回路ブロックとして表示したが、これらの機能はマイ
クロコンピュータ上でソフトウェアによって動作させてもよい。
その他本発明の思想に沿った種々の形態の変化例があり得る。
【００３０】
【発明の効果】
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本発明においては、標準電波毎に時刻表示面上の異なる領域を用いて時刻を指示する指針
によって受信状態を示すようにしたので、煩雑でない表示形態でかつ機能を誇示すること
なく必要な情報を使用者に与える効果がある。またモード表示専用の機構が不要であり時
計の構造も簡素となり、製品を低廉な価格で提供できる。
【００３１】
また更に受信状態表示領域の位置を通常の地図上における各発信局の位置または方位と関
連づけた場合は、指針がどの局の受信状態を示しているのかが一見して容易に判断できる
効果がある。
【００３２】
また東西にある発信局に対し、受信状態表示領域の位置を右側と左側に配置することによ
り、上記判断が一層容易かつ明瞭となる効果がある。
この場合更に受信状態表示領域内の対応する各マークを対称的に配置することにより、判
断の容易さと共に、時計の表示面を均整のとれた美しいものとすることができる効果があ
る。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１の実施の形態の電波腕時計の正面図で、通常時刻表示をしている状
態を示している。
【図２】前図に示した実施の形態において、東局を選択した場合の前回の受信状態を表示
している。
【図３】前図に示した実施の形態において、東局の標準電波を強制受信させる操作を行っ
た直後の状態を示している。
【図４】前図に示した実施の形態において、東局の標準電波を強制受信させた結果の感度
レベルを表示している。
【図５】前図に示した実施の形態において、西局を選択した場合の前回の受信状態を表示
している。
【図６】前図に示した実施の形態において、西局の標準電波を強制受信させる操作を行っ
た直後の状態を示している。
【図７】前図に示した実施の形態において、西局の標準電波を強制受信させた結果を表示
している。
【図８】本発明の第２の実施の形態の電波腕時計の正面図で、通常時刻表示をしている状
態を示している。
【図９】本発明の電波腕時計の回路の第１の実施の形態のブロック図であり、本発明の電
波腕時計の第１の実施の形態に使用される。
【図１０】本発明の電波腕時計の回路の第２の実施の形態のブロック図であり、本発明の
電波腕時計の他の実施の形態に使用される。
【図１１】従来の電波腕時計の一例の正面図であり、通常時刻表示をしている状態を示し
ている。
【符号の説明】
１　電波腕時計
２　時刻表示面
３　モード表示面
４　モード針
５　受信状態表示領域
６　秒針
７　アンテナ収容部
８　日板
９　押ボタン
１０　隠しスイッチ
１００　計時回路
１０１　発振回路
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１０２　分周回路
１０３　秒カウンタ
１０４　分カウンタ
１０５　時カウンタ
１０６　日カウンタ
１０７　受信回路
１０８　時刻信号作成回路
１０９　受信レベル判定回路
１１０　秒分位置制御回路
１１１　駆動パルス作成回路Ａ
１１２　モータＡ
１１３　秒分輪列
１１４　モード信号作成回路
１１５　日時位置制御回路
１１６　駆動パルス作成回路Ｂ
１１７　モータＢ
１１８　時日輪列
１１９　スイッチＡ
１２０　スイッチＢ
１２１　自動選局回路
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【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】 【 図 ９ 】
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【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】
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